
 

 
 

        令和元年 12 月 25 日  

内閣府男女共同参画局       

 

公共調達における受注機会の増大に関する取組状況の 

フォローアップ結果について（平成30年度） 

 

国の機関及び独立行政法人等注１は、女性活躍推進法注２第20条第１項等に基づき、

価格以外の要素を評価する調達（総合評価落札方式又は企画競争方式）において、

えるぼし認定等注３を取得した企業を加点評価する取組を実施しているところ、平成

30年度の実施状況を次のとおり公表します。 

また、地方公共団体においても、女性活躍推進法第20条第２項に基づき、国に準

じて必要な施策を実施するよう努めるものとされているところ、令和元年７月１日

時点での都道府県及び政令指定都市における実施状況を併せて公表します。 

 

【フォローアップ結果のポイント】 

① 平成30年度の公共調達（公共工事等注４及び物品役務等注５）における加点評価を

実施した調達の規模は、国の機関で約1兆2,100億円・取組対象調達注６の32.2％（平

成29年度：約9,400億円・取組対象調達の25.1％）、独立行政法人等で約6,700億円・

取組対象調達の41.9％（平成29年度：約3,900億円・取組対象調達の34.3％）まで

拡大。国の機関については、物品役務等に係る取組対象調達の約９割(金額ベース)

で加点評価を実施。 

② 国の機関では26機関中8機関が、独立行政法人等では175法人中97法人が、すべ

ての取組対象調達で加点評価を実施。 
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１ 国の機関及び独立行政法人の実施状況 

 （１）国の機関（機関別の状況は別紙１を参照） 

 
 取組対象調達の規模 

 

（参考）平成29年度加点評

価を実施した調達の規模 
うち加点評価を 

実施した調達の規模 

全体 

金額 約３兆7,500億円 
約１兆2,100億円

（32.2%） 

約9,400億円 
（25.1％） 

件数 約34,700件 
約9,500件 
（27.4%） 

約8,800件 
（25.3％） 

公共工事等 

金額 約２兆8,500億円 
約4,000億円 
（14.2%） 

約4,000億円 
（13.3％） 

件数 約23,900件 
約400件 
（1.6%） 

約200件  
（0.9％） 

物品役務等 

金額 約9,000億円 
約8,000億円 
（88.8%） 

約5,500億円 
（70.9％） 

件数 約10,800件 
約9,100件 
（84.6%） 

約8,600件 
（78.3％） 

   

（２）独立行政法人等（法人別の状況は別紙２を参照） 

 
 取組対象調達の規模 

 
（参考）平成29年度加点評

価を実施した調達の規模 
うち加点評価を 

実施した調達の規模 

全体 

金額 約１兆5,900億円 
約6,700億円 

（41.9%） 

約3,900億円 

（34.3％） 

件数 約11,700件 
約6,400件 

（54.7%） 

約4,800件 

（48.3％） 

 

２ 都道府県及び政令指定都市における国に準じた施策注７の実施状況（令和元年７月１日現在） 

  ①実施済：12団体 

・都道府県：秋田県、東京都、愛知県、香川県（４団体） 

・政令指定都市：横浜市、新潟市、名古屋市、大阪市、堺市、神戸市、広島市、 

北九州市（８市） 

 ②検討中及び今後検討予定：10団体 

・都道府県：岩手県、茨城県、岐阜県、静岡県、京都府、鳥取県、宮崎県、沖縄県 

（８団体） 

・政令指定都市：川崎市、熊本市（２市） 

 

注１ 全182法人（うち７法人は平成30年度に取組対象調達の該当なし。） 
注２ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）をいう。 

注３ 女性活躍推進法、次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）又は青少年の雇

用の促進等に関する法律（昭和45年法律第98号）に基づく認定を受けた企業又は女性活

躍推進法に基づく一般事業主行動計画(計画期間が満了していないもの)を策定した中小

企業（常時雇用する労働者が300人以下の企業）をいう。 

 



 
 

注４ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(平成12年法律第127号）第2条

に規定する公共工事並びに当該公共工事に係る調査及び設計業務等をいう。 

注５ 公共工事等を除いた調達をいう。 

注６ 総合評価落札方式又は企画競争方式による調達から、国及び独立行政法人等における温

室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方針（平成19年12月７日

閣議決定）にのっとり行われる自動車の購入・賃貸借に係る調達を除いたものをいう。 

注７ 総合評価落札方式及び企画競争方式において、女性活躍推進法に基づくえるぼし認定や

その他の認定（少なくともえるぼし認定）を加点評価する取組をいう。 
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○　独立行政法人等に係る女性活躍推進法第20条に基づく公共調達に関する取組状況（平成30年度）
単位：百万円、件

特殊法人沖縄振興開発金融公庫 金額 712 712 712 100.0% 100.0%

件数 5 5 5 100.0% 100.0%
国立公文書館 金額 84 84 84 100.0% 100.0%

件数 7 7 7 100.0% 100.0%
北方領土問題対策協会 金額 98 98 88 89.3% 89.3%

件数 4 4 3 75.0% 75.0%
日本医療研究開発機構 金額 1,156 1,156 364 31.5% 31.5%

件数 32 32 11 34.4% 34.4%
国民生活センター 金額 246 246 246 100.0% 100.0%

件数 11 11 11 100.0% 100.0%
情報通信研究機構 金額 14,189 5,445 2,249 15.8% 41.3%

件数 307 295 189 61.6% 64.1%
統計センター 金額 2,747 2,747 2,747 100.0% 100.0%

件数 3 3 3 100.0% 100.0%
郵便貯金・簡易生命保険管理機構 金額 303 303 303 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
準独立行政法人日本司法支援センター 金額 111 111 111 100.0% 100.0%

件数 4 4 4 100.0% 100.0%
国際協力機構 金額 67,855 66,396 66,396 97.8% 100.0%

件数 1,236 1,032 1,032 83.5% 100.0%
国際交流基金 金額 1,769 1,769 1,769 100.0% 100.0%

件数 116 116 116 100.0% 100.0%
酒類総合研究所 金額 13 13 13 100.0% 100.0%

件数 3 3 3 100.0% 100.0%
造幣局 金額 8 8 8 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
国立印刷局 金額 4,197 4,197 4,197 100.0% 100.0%

件数 8 8 8 100.0% 100.0%
国立特別支援教育総合研究所 金額 - - - - -

件数 - - - - -
大学入試センター 金額 2,433 908 649 26.7% 71.5%

件数 6 4 3 50.0% 75.0%
国立青少年教育振興機構 金額 1,278 1,154 1,154 90.3% 100.0%

件数 48 7 7 14.6% 100.0%
国立女性教育会館 金額 - - - - -

件数 - - - - -
国立科学博物館 金額 200 200 41 20.6% 20.6%

件数 6 6 2 33.3% 33.3%
物質・材料研究機構 金額 11 11 11 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
防災科学技術研究所 金額 251 245 245 97.3% 100.0%

件数 14 13 13 92.9% 100.0%
量子科学技術研究開発機構 金額 1,021 1,021 1,021 100.0% 100.0%

件数 12 12 12 100.0% 100.0%
国立美術館 金額 1,944 1,934 1,934 99.5% 100.0%

件数 20 19 19 95.0% 100.0%
国立文化財機構 金額 995 995 981 98.6% 98.6%

件数 18 18 16 88.9% 88.9%
教職員支援機構 金額 171 103 88 51.5% 85.5%

件数 50 17 15 30.0% 88.2%
科学技術振興機構 金額 1,676 1,676 1,676 100.0% 100.0%

件数 86 86 86 100.0% 100.0%
日本学術振興会 金額 1,043 1,043 1,043 100.0% 100.0%

件数 9 9 9 100.0% 100.0%
理化学研究所 金額 18,139 18,139 18,135 100.0% 100.0%

件数 31 31 30 96.8% 96.8%
宇宙航空研究開発機構 金額 33,287 8,883 1,104 3.3% 12.4%

件数 666 356 19 2.9% 5.3%
日本スポーツ振興センター 金額 3,636 3,636 3,164 87.0% 87.0%

件数 35 35 10 28.6% 28.6%
日本芸術文化振興会 金額 1,614 1,614 1,614 100.0% 100.0%

件数 29 29 29 100.0% 100.0%
日本学生支援機構 金額 7,973 7,973 7,940 99.6% 99.6%

件数 64 64 62 96.9% 96.9%
海洋研究開発機構 金額 523 523 436 83.3% 83.3%

件数 20 20 18 90.0% 90.0%
国立高等専門学校機構 金額 4,469 4,469 4,031 90.2% 90.2%

件数 192 192 143 74.5% 74.5%
大学改革支援・学位授与機構 金額 51 51 51 100.0% 100.0%

件数 8 8 8 100.0% 100.0%

取組対象調達
の規模Ａ

取組対象調達から
①取組実施前の長期継続契約、

及び②個人または地方公共団体のみ
を対象とする調達を除いた規模Ｂ

取組実施済
調達の規模Ｃ

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
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○　独立行政法人等に係る女性活躍推進法第20条に基づく公共調達に関する取組状況（平成30年度）
単位：百万円、件

取組対象調達
の規模Ａ

取組対象調達から
①取組実施前の長期継続契約、

及び②個人または地方公共団体のみ
を対象とする調達を除いた規模Ｂ

取組実施済
調達の規模Ｃ

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ

日本原子力研究開発機構 金額 7,350 7,328 7,328 99.7% 100.0%

件数 412 407 407 98.8% 100.0%
特殊法人日本私立学校振興・共済事業団 金額 278 278 15 5.4% 5.4%

件数 7 7 1 14.3% 14.3%
北海道大学 金額 7,516 7,516 7,415 98.6% 98.6%

件数 22 22 18 81.8% 81.8%
北海道教育大学 金額 60 60 60 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
室蘭工業大学 金額 - - - - -

件数 - - - - -
小樽商科大学 金額 16 16 0 0.0% 0.0%

件数 1 1 0 0.0% 0.0%
帯広畜産大学 金額 8 8 8 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
旭川医科大学 金額 1,176 1,176 1,150 97.8% 97.8%

件数 10 10 8 80.0% 80.0%
北見工業大学 金額 107 107 107 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
弘前大学 金額 4,212 4,212 4,112 97.6% 97.6%

件数 20 20 16 80.0% 80.0%
岩手大学 金額 1,575 1,575 1,575 100.0% 100.0%

件数 21 21 21 100.0% 100.0%
東北大学 金額 1,545 1,545 1,545 100.0% 100.0%

件数 17 17 17 100.0% 100.0%
宮城教育大学 金額 473 473 473 100.0% 100.0%

件数 3 3 3 100.0% 100.0%
秋田大学 金額 738 738 711 96.3% 96.3%

件数 20 20 16 80.0% 80.0%
山形大学 金額 640 640 632 98.8% 98.8%

件数 8 8 6 75.0% 75.0%
福島大学 金額 1,449 1,449 1,449 100.0% 100.0%

件数 14 14 14 100.0% 100.0%
茨城大学 金額 618 618 618 100.0% 100.0%

件数 4 4 4 100.0% 100.0%
筑波大学 金額 2,920 1,745 1,693 58.0% 97.0%

件数 16 13 8 50.0% 61.5%
筑波技術大学 金額 227 227 227 100.0% 100.0%

件数 2 2 2 100.0% 100.0%
宇都宮大学 金額 244 244 244 100.0% 100.0%

件数 6 6 6 100.0% 100.0%
群馬大学 金額 2,597 2,597 2,597 100.0% 100.0%

件数 11 11 11 100.0% 100.0%
埼玉大学 金額 1,136 1,136 1,136 100.0% 100.0%

件数 12 12 12 100.0% 100.0%
千葉大学 金額 1,284 1,284 598 46.5% 46.5%

件数 8 8 5 62.5% 62.5%
東京大学 金額 12,458 12,458 12,458 100.0% 100.0%

件数 45 45 45 100.0% 100.0%
東京医科歯科大学 金額 883 883 488 55.3% 55.3%

件数 4 4 2 50.0% 50.0%
東京外国語大学 金額 - - - - -

件数 - - - - -
東京学芸大学 金額 516 516 506 98.0% 98.0%

件数 26 26 25 96.2% 96.2%
東京農工大学 金額 323 323 311 96.5% 96.5%

件数 7 7 6 85.7% 85.7%
東京芸術大学 金額 335 335 0 0.0% 0.0%

件数 2 2 0 0.0% 0.0%
東京工業大学 金額 3,283 3,283 3,283 100.0% 100.0%

件数 17 17 17 100.0% 100.0%
東京海洋大学 金額 615 615 615 100.0% 100.0%

件数 4 4 4 100.0% 100.0%
お茶の水女子大学 金額 228 228 195 85.7% 85.7%

件数 9 9 6 66.7% 66.7%
電気通信大学 金額 431 431 431 100.0% 100.0%

件数 9 9 9 100.0% 100.0%
一橋大学 金額 477 477 174 36.6% 36.6%

件数 9 9 7 77.8% 77.8%
横浜国立大学 金額 673 666 666 99.0% 100.0%

件数 6 5 5 83.3% 100.0%
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○　独立行政法人等に係る女性活躍推進法第20条に基づく公共調達に関する取組状況（平成30年度）
単位：百万円、件

取組対象調達
の規模Ａ

取組対象調達から
①取組実施前の長期継続契約、

及び②個人または地方公共団体のみ
を対象とする調達を除いた規模Ｂ

取組実施済
調達の規模Ｃ

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ

新潟大学 金額 2,119 2,119 2,062 97.3% 97.3%

件数 24 24 22 91.7% 91.7%
長岡技術科学大学 金額 13 13 13 100.0% 100.0%

件数 2 2 2 100.0% 100.0%
上越教育大学 金額 - - - - -

件数 - - - - -
富山大学 金額 1,937 1,937 1,937 100.0% 100.0%

件数 14 14 14 100.0% 100.0%
金沢大学 金額 2,250 2,250 2,250 100.0% 100.0%

件数 27 27 27 100.0% 100.0%
福井大学 金額 1,423 1,423 1,423 100.0% 100.0%

件数 14 14 14 100.0% 100.0%
山梨大学 金額 613 613 613 100.0% 100.0%

件数 4 4 4 100.0% 100.0%
信州大学 金額 1,205 1,205 1,205 100.0% 100.0%

件数 34 34 34 100.0% 100.0%
岐阜大学 金額 2,165 2,165 2,165 100.0% 100.0%

件数 21 21 21 100.0% 100.0%
静岡大学 金額 776 776 776 100.0% 100.0%

件数 13 13 13 100.0% 100.0%
浜松医科大学 金額 2,538 2,538 2,513 99.0% 99.0%

件数 21 21 20 95.2% 95.2%
名古屋大学 金額 2,380 2,380 2,001 84.0% 84.0%

件数 11 11 8 72.7% 72.7%
愛知教育大学 金額 48 48 48 100.0% 100.0%

件数 3 3 3 100.0% 100.0%
名古屋工業大学 金額 426 426 426 100.0% 100.0%

件数 8 8 8 100.0% 100.0%
豊橋技術科学大学 金額 382 382 382 100.0% 100.0%

件数 2 2 2 100.0% 100.0%
三重大学 金額 814 814 814 100.0% 100.0%

件数 5 5 5 100.0% 100.0%
滋賀大学 金額 533 533 533 100.0% 100.0%

件数 6 6 6 100.0% 100.0%
滋賀医科大学 金額 862 862 862 100.0% 100.0%

件数 8 8 8 100.0% 100.0%
京都大学 金額 6,305 6,305 6,305 100.0% 100.0%

件数 15 15 15 100.0% 100.0%
京都教育大学 金額 208 208 208 100.0% 100.0%

件数 6 6 6 100.0% 100.0%
京都工芸繊維大学 金額 474 474 474 100.0% 100.0%

件数 8 8 8 100.0% 100.0%
大阪大学 金額 8,926 8,926 8,926 100.0% 100.0%

件数 9 9 9 100.0% 100.0%
大阪教育大学 金額 126 126 126 100.0% 100.0%

件数 6 6 6 100.0% 100.0%
兵庫教育大学 金額 193 193 193 100.0% 100.0%

件数 6 6 6 100.0% 100.0%
神戸大学 金額 5,910 5,910 5,516 93.3% 93.3%

件数 29 29 26 89.7% 89.7%
奈良教育大学 金額 58 58 58 100.0% 100.0%

件数 2 2 2 100.0% 100.0%
奈良女子大学 金額 307 307 307 100.0% 100.0%

件数 2 2 2 100.0% 100.0%
和歌山大学 金額 862 862 862 100.0% 100.0%

件数 11 11 11 100.0% 100.0%
鳥取大学 金額 1,376 1,376 1,146 83.3% 83.3%

件数 7 7 4 57.1% 57.1%
島根大学 金額 580 580 580 100.0% 100.0%

件数 6 6 6 100.0% 100.0%
岡山大学 金額 6,087 6,087 6,087 100.0% 100.0%

件数 23 23 23 100.0% 100.0%
広島大学 金額 4,906 4,906 4,856 99.0% 99.0%

件数 35 35 32 91.4% 91.4%
山口大学 金額 2,231 2,231 2,231 100.0% 100.0%

件数 20 20 20 100.0% 100.0%
徳島大学 金額 1,264 1,264 171 13.5% 13.5%

件数 12 12 5 41.7% 41.7%
鳴門教育大学 金額 40 40 40 100.0% 100.0%

件数 3 3 3 100.0% 100.0%
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○　独立行政法人等に係る女性活躍推進法第20条に基づく公共調達に関する取組状況（平成30年度）
単位：百万円、件

取組対象調達
の規模Ａ

取組対象調達から
①取組実施前の長期継続契約、

及び②個人または地方公共団体のみ
を対象とする調達を除いた規模Ｂ

取組実施済
調達の規模Ｃ

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ

香川大学 金額 78 78 78 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
愛媛大学 金額 3,071 3,071 3,050 99.3% 99.3%

件数 35 35 33 94.3% 94.3%
高知大学 金額 563 563 563 100.0% 100.0%

件数 13 13 13 100.0% 100.0%
福岡教育大学 金額 189 189 189 100.0% 100.0%

件数 6 6 6 100.0% 100.0%
九州大学 金額 2,659 2,659 2,659 100.0% 100.0%

件数 21 21 21 100.0% 100.0%
九州工業大学 金額 1,068 1,068 1,045 97.9% 97.9%

件数 12 12 10 83.3% 83.3%
佐賀大学 金額 5,965 5,965 5,965 100.0% 100.0%

件数 14 14 14 100.0% 100.0%
長崎大学 金額 9,275 9,265 8,543 92.1% 92.2%

件数 13 12 8 61.5% 66.7%
熊本大学 金額 1,519 1,519 1,484 97.7% 97.7%

件数 14 14 11 78.6% 78.6%
大分大学 金額 1,603 1,595 1,595 99.5% 100.0%

件数 10 9 9 90.0% 100.0%
宮崎大学 金額 885 885 885 100.0% 100.0%

件数 7 7 7 100.0% 100.0%
鹿児島大学 金額 3,400 3,400 3,254 95.7% 95.7%

件数 22 22 17 77.3% 77.3%
鹿屋体育大学 金額 84 84 84 100.0% 100.0%

件数 2 2 2 100.0% 100.0%
琉球大学 金額 1,577 1,577 1,577 100.0% 100.0%

件数 22 22 22 100.0% 100.0%
政策研究大学院大学 金額 49 49 13 26.4% 26.4%

件数 6 6 4 66.7% 66.7%
総合研究大学院大学 金額 20 20 20 100.0% 100.0%

件数 4 4 4 100.0% 100.0%
北陸先端科学技術大学院大学 金額 853 853 853 100.0% 100.0%

件数 7 7 7 100.0% 100.0%
奈良先端科学技術大学院大学 金額 751 751 751 100.0% 100.0%

件数 12 12 12 100.0% 100.0%
人間文化研究機構 金額 9 9 9 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
自然科学研究機構 金額 895 895 895 100.0% 100.0%

件数 4 4 4 100.0% 100.0%
高エネルギー加速器研究機構 金額 1,115 1,115 1,115 100.0% 100.0%

件数 10 10 10 100.0% 100.0%
情報・システム研究機構 金額 5,752 5,752 70 1.2% 1.2%

件数 18 18 1 5.6% 5.6%
勤労者退職金共済機構 金額 2,837 1,136 1,107 39.0% 97.4%

件数 67 14 13 19.4% 92.9%
高齢・障害・求職者雇用支援機構 金額 5,510 5,510 5,510 100.0% 100.0%

件数 87 87 87 100.0% 100.0%
福祉医療機構 金額 176 176 176 100.0% 100.0%

件数 6 6 6 100.0% 100.0%
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 金額 6 6 6 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
労働政策研究・研修機構 金額 26 26 26 100.0% 100.0%

件数 3 3 3 100.0% 100.0%
労働者健康安全機構 金額 9,594 9,594 4,158 43.3% 43.3%

件数 22 22 9 40.9% 40.9%
国立病院機構 金額 59,230 59,230 51,980 87.8% 87.8%

件数 198 198 156 78.8% 78.8%
医薬品医療機器総合機構 金額 3,785 3,785 3,785 100.0% 100.0%

件数 7 7 7 100.0% 100.0%
医薬基盤・健康・栄養研究所 金額 564 252 252 44.8% 100.0%

件数 8 7 7 87.5% 100.0%
地域医療機能推進機構 金額 17,306 12,179 8,134 47.0% 66.8%

件数 65 51 31 47.7% 60.8%
年金積立金管理運用独立行政法人 金額 1,602 1,593 723 45.1% 45.4%

件数 46 45 16 34.8% 35.6%
国立がん研究センター 金額 1,360 1,360 1,360 100.0% 100.0%

件数 13 13 13 100.0% 100.0%
国立循環器病研究センター 金額 2,831 2,831 2,771 97.9% 97.9%

件数 15 15 13 86.7% 86.7%
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○　独立行政法人等に係る女性活躍推進法第20条に基づく公共調達に関する取組状況（平成30年度）
単位：百万円、件

取組対象調達
の規模Ａ

取組対象調達から
①取組実施前の長期継続契約、

及び②個人または地方公共団体のみ
を対象とする調達を除いた規模Ｂ

取組実施済
調達の規模Ｃ

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ

国立精神・神経医療研究センター 金額 108 108 108 100.0% 100.0%

件数 3 3 3 100.0% 100.0%
国立国際医療研究センター 金額 8,316 8,316 8,316 100.0% 100.0%

件数 17 17 17 100.0% 100.0%
国立成育医療研究センター 金額 182 182 182 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
国立長寿医療研究センター 金額 4 0 0 0.0% -

件数 1 0 0 0.0% -
特殊法人日本年金機構 金額 49,284 49,284 49,051 99.5% 99.5%

件数 71 71 69 97.2% 97.2%
農林水産消費安全技術センター 金額 5 5 5 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
家畜改良センター 金額 50 50 50 100.0% 100.0%

件数 2 2 2 100.0% 100.0%
農業・食品産業技術総合研究機構 金額 14,963 14,963 193 1.3% 1.3%

件数 383 383 6 1.6% 1.6%
国際農林水産業研究センター 金額 48 48 48 100.0% 100.0%

件数 2 2 2 100.0% 100.0%
森林研究・整備機構 金額 382 382 382 100.0% 100.0%

件数 9 9 9 100.0% 100.0%
水産研究・教育機構 金額 3,275 3,275 3,275 100.0% 100.0%

件数 26 26 26 100.0% 100.0%
農畜産業振興機構 金額 600 600 600 100.0% 100.0%

件数 76 76 76 100.0% 100.0%
農業者年金基金 金額 973 973 973 100.0% 100.0%

件数 7 7 7 100.0% 100.0%
農林漁業信用基金 金額 127 127 127 100.0% 100.0%

件数 8 8 8 100.0% 100.0%
日本中央競馬会 金額 60,101 60,101 8,829 14.7% 14.7%

件数 457 457 325 71.1% 71.1%
経済産業研究所 金額 151 151 151 100.0% 100.0%

件数 34 34 34 100.0% 100.0%
工業所有権情報・研修館 金額 3,550 3,550 3,296 92.8% 92.8%

件数 26 26 23 88.5% 88.5%
産業技術総合研究所 金額 15,819 15,796 15,796 99.9% 100.0%

件数 40 39 39 97.5% 100.0%
製品評価技術基盤機構 金額 1,935 1,935 1,935 100.0% 100.0%

件数 39 39 39 100.0% 100.0%
新エネルギー・産業技術総合開発機構 金額 35,484 35,484 371 1.0% 1.0%

件数 928 928 25 2.7% 2.7%
日本貿易振興機構 金額 6,970 6,241 0 0.0% 0.0%

件数 537 320 0 0.0% 0.0%
情報処理推進機構 金額 1,311 1,196 1,196 91.2% 100.0%

件数 75 32 32 42.7% 100.0%
石油天然ガス・金属鉱物資源機構 金額 73,947 69,989 69,989 94.6% 100.0%

件数 197 191 191 97.0% 100.0%
中小企業基盤整備機構 金額 3,675 3,637 3,637 99.0% 100.0%

件数 97 96 96 99.0% 100.0%
土木研究所 金額 168 162 0 0.0% 0.0%

件数 8 7 0 0.0% 0.0%
建築研究所 金額 123 123 123 100.0% 100.0%

件数 9 9 9 100.0% 100.0%
海上・港湾・航空技術研究所 金額 328 317 299 91.4% 94.3%

件数 10 9 8 80.0% 88.9%
海技教育機構 金額 - - - - -

件数 - - - - -
航空大学校 金額 85 85 85 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
自動車技術総合機構 金額 - - - - -

件数 - - - - -
鉄道建設・運輸施設整備支援機構 金額 247,416 247,416 1,327 0.5% 0.5%

件数 115 115 22 19.1% 19.1%
国際観光振興機構 金額 8,350 5,568 5,568 66.7% 100.0%

件数 366 126 126 34.4% 100.0%
水資源機構 金額 39,352 39,352 1,347 3.4% 3.4%

件数 601 601 21 3.5% 3.5%
自動車事故対策機構 金額 7 7 7 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
空港周辺整備機構 金額 6 6 6 100.0% 100.0%

件数 3 3 3 100.0% 100.0%
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○　独立行政法人等に係る女性活躍推進法第20条に基づく公共調達に関する取組状況（平成30年度）
単位：百万円、件

取組対象調達
の規模Ａ

取組対象調達から
①取組実施前の長期継続契約、

及び②個人または地方公共団体のみ
を対象とする調達を除いた規模Ｂ

取組実施済
調達の規模Ｃ

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ

都市再生機構 金額 558,707 558,707 118,574 21.2% 21.2%

件数 2,369 2,369 1,443 60.9% 60.9%
奄美群島振興開発基金 金額 6 6 0 0.0% 0.0%

件数 1 1 0 0.0% 0.0%
日本高速道路保有・債務返済機構 金額 1,623 1,623 1,623 100.0% 100.0%

件数 23 23 23 100.0% 100.0%
住宅金融支援機構 金額 15,531 15,531 15,531 100.0% 100.0%

件数 92 92 92 100.0% 100.0%
国立環境研究所 金額 2,377 2,377 2,377 100.0% 100.0%

件数 42 42 42 100.0% 100.0%
環境再生保全機構 金額 905 892 892 98.5% 100.0%

件数 10 9 9 90.0% 100.0%
駐留軍等労働者労務管理機構 金額 1,139 1,139 1,139 100.0% 100.0%

件数 1 1 1 100.0% 100.0%
合計 金額 1,594,518 1,542,126 667,621 41.9% 43.3%

件数 11,706 10,510 6,406 54.7% 61.0%
注　四捨五入の関係で、合計額が一致しない場合がある。
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）（抜粋） 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫

その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達に

関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活における活躍に関する状

況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項において

「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施す

るように努めるものとする。 

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律施行令（平成27年政令第318号）（抜粋） 

（法第二十条第一項の政令で定める法人） 

第二条 法第二十条第一項の政令で定める法人は、沖縄振興開発金融公庫のほか、次に掲げる法人とする。 

 一 独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人 

 二 国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人及び同条第三項

に規定する大学共同利用機関法人 

 三 日本司法支援センター 

 四 日本私立学校振興・共済事業団 

 五 日本年金機構及び日本中央競馬会 

 

 

「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」 

（平成28年３月22日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）（抜粋） 

第２ 公共調達 

１．ワーク・ライフ・バランスに係る調達時における評価 

(1)取組内容 

価格以外の要素を評価する調達を行うときは、契約の内容に応じて、ワーク・ライフ・バランスを推進す

る企業として法令に基づく認定を受けた企業その他これに準ずる企業（以下「ワーク・ライフ・バランス等

推進企業」という。）を評価する項目を設定するものとする。 (以下略) 

(2) 実施時期 

原則として、平成28年度中に、価格以外の要素を評価する調達において、ワーク・ライフ・バランス等

推進企業を評価する項目を設定するものとする。 

ただし、各府省において、競争参加資格を有する企業の状況等により、平成28年度中に上記取組の全面

的な実施が困難な事情がある場合は、当該府省は、スケジュールを公表した上で、段階的に取組を行うもの

とする。 (以下略) 

 

 

 

参考 
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第４ その他 

１．各府省による取組状況の公表・検証 

毎年度、内閣府において、各府省による取組状況を取りまとめ、公表するとともに、第２に掲げる取組に

ついて手法等を含め検討した上で、検証を進める。 

 

「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する実施要領」 

（平成28年３月22日内閣府特命担当大臣（男女共同参画）決定）（抜粋） 

第１ 公共調達 

１．ワーク・ライフ・バランスに係る調達時における評価 

(1)取組の対象範囲 

    取組指針第２の１の(1)に定める「価格以外の要素を評価する調達」は、総合評価落札方式又は企画競

争（以下「総合評価落札方式等」という。）による調達とし、これらを対象として取組を行うものとする

（ただし、国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する

基本方針（平成19年12月７日閣議決定）にのっとり行われる自動車の購入及び賃貸借に係る調達など、

法令又は閣議決定において価格以外の評価要素が個別具体的に規定されているもののように、個別の調

達において、ワーク・ライフ・バランスを推進する企業を評価することにより、品質の低下、事業の執行

への支障等が生じるものを除く。）。 

(2)評価対象企業 

次のいずれかに該当する企業（以下「ワーク・ライフ・バランス等推進企業」とい 

う。）を対象とするものとする。 

①ワーク・ライフ・バランスを推進する企業として、女性活躍推進法、次世代育成支援対策推進法（平

成15年法律第120号。以下「次世代法」という。）、青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年

法律第98号。以下「若者雇用促進法」という。）その他関係法令に基づく認定（認定の基準が複数あ

るものにあっては、労働時間等の働き方その他のワーク・ライフ・バランスに関する基準を満たすも

のに限る。以下同じ。）を受けた企業 

②女性活躍推進法第８条に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策

定した企業（常時雇用する労働者の数が300人以下のものに限る。） 

 

「女性活躍加速のための重点方針2016」 

（平成28年5月20日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）（抜粋） 

Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍 

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革 

(4)公共調達等を活用したワーク・ライフ・バランス等推進の加速 

② 独立行政法人等の調達においても、取組指針を踏まえ、ワーク・ライフ・バランス等推進企業を評

価する取組等を平成28年度中に開始し、平成29年度から原則全面実施する。また、地方公共団体の

調達においても、国の取組に準じ、地域の実情に応じた取組が進められるよう働きかけを行うととも

に、先進的な取組事例の周知等により、啓発等を進める。 
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